
五
十
一

分
野

技
能
検
定

小
分
野

産
業
分
類

関
連
す
る
義
務

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
八
・
七
条
及
び
第
八
・
十
五
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

職
業
能
力
開
発
促
進
法
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
六
十
四
号
）
第
五
章

概
要

投
資
の
自
由
化
及
び
国
境
を
越
え
る
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

営
利
を
目
的
と
し
な
い
一
部
の
特
定
の
団
体
（
事
業
主
の
団
体
、
そ
の
連
合
団
体
、
一
般
社
団
法
人
、
一
般
財
団

法
人
、
法
人
で
あ
る
労
働
組
合
そ
の
他
の
営
利
を
目
的
と
し
な
い
法
人
）
は
、
当
該
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と
が

で
き
る
。
労
働
者
の
技
能
検
定
試
験
に
関
す
る
業
務
を
行
お
う
と
す
る
当
該
団
体
は
、
日
本
国
内
に
事
務
所
を
設
置

し
、
厚
生
労
働
大
臣
の
指
定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

五
十
二

分
野

上
水
道
業

小
分
野

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

三
六
一
一

上
水
道
業

関
連
す
る
義
務

内
国
民
待
遇
（
第
八
・
八
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
第
二
十
七
条
（
注
）

注

こ
の
留
保
の
適
用
上
、
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
第
二
十
六
条
に
定
め
る
「
対
内
直
接
投
資
」の
定
義
は
、

こ
の
留
保
の
解
釈
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
政
令
（
昭
和
五
十
五
年
政
令
第
二
百
六
十
一
号
）
第
三
条

概
要

投
資
の
自
由
化

１

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
に
基
づ
く
事
前
届
出
の
要
件
及
び
審
査
の
手
続
は
、
日
本
国
内
の
上
水
道
業
へ
の

投
資
を
行
お
う
と
す
る
外
国
投
資
家
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

２

審
査
に
つ
い
て
は
、
当
該
投
資
が
国
の
安
全
を
損
な
い
、
公
の
秩
序
の
維
持
を
妨
げ
、
又
は
公
衆
の
安
全
の
保

護
に
支
障
を
来
す
こ
と
に
な
る
事
態
を
引
き
起
こ
す
お
そ
れ
が
あ
る
か
ど
う
か
と
い
う
観
点
か
ら
実
施
す
る
。

３

投
資
家
は
、
当
該
審
査
の
結
果
に
基
づ
き
、
投
資
の
内
容
の
変
更
又
は
投
資
に
係
る
手
続
の
中
止
を
要
求
さ
れ

る
こ
と
が
あ
る
。

五
十
三

分
野

卸
売
業
及
び
小
売
業

小
分
野

家
畜

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

五
二
一
九

そ
の
他
の
農
畜
産
物
・
水
産
物
卸
売
業

関
連
す
る
義
務

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
八
・
十
五
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

家
畜
商
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
八
号
）
第
三
条

概
要

国
境
を
越
え
る
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

家
畜
の
取
引
の
事
業
を
営
も
う
と
す
る
者
は
、
日
本
国
内
に
住
所
を
有
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
そ
の
住
所
地
を
管

轄
す
る
都
道
府
県
知
事
の
免
許
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、「
家
畜
の
取
引
」
と
は
、
家
畜

の
売
買
若
し
く
は
交
換
又
は
そ
の
あ
っ
せ
ん
を
い
う
。

五
十
四

分
野

航
空
宇
宙
産
業

小
分
野

航
空
機
製
造
修
理
業

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

一
六
＊

化
学
工
業

（
注
）

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

一
八
＊

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業
（
別
掲
を
除
く
。）

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

一
九
＊

ゴ
ム
製
品
製
造
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

二
一
＊

窯
業
・
土
石
製
品
製
造
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

二
三
＊

非
鉄
金
属
製
造
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

二
四
＊

金
属
製
品
製
造
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

二
五
＊

は
ん
用
機
械
器
具
製
造
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

二
七
＊

業
務
用
機
械
器
具
製
造
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

二
八
＊

電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
子
回
路
製
造
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

二
九
＊

電
気
機
械
器
具
製
造
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

三
〇
＊

情
報
通
信
機
械
器
具
製
造
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

三
一
＊

輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

三
九
＊

情
報
サ
ー
ビ
ス
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

九
〇
＊

機
械
等
修
理
業
（
別
掲
を
除
く
。）

注

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ
の
番
号
に
付
さ
れ
た
星
印
（
＊
）
は
、
こ
れ
ら
の
番
号
に
定
め
る
活
動
の
う
ち
、
こ
の
留
保
の
対
象

と
な
る
活
動
が
航
空
宇
宙
産
業
に
関
連
す
る
活
動
に
限
ら
れ
る
こ
と
を
示
す
。

関
連
す
る
義
務

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
八
・
七
条
及
び
第
八
・
十
五
条
）

内
国
民
待
遇
（
第
八
・
八
条
及
び
第
八
・
十
六
条
）

特
定
措
置
の
履
行
要
求
の
禁
止
（
第
八
・
十
一
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
第
二
十
七
条
及
び
第
三
十
条
（
注
）

注

こ
の
留
保
の
適
用
上
、
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
第
二
十
六
条
に
定
め
る
「
対
内
直
接
投
資
」の
定
義
は
、

こ
の
留
保
の
解
釈
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
政
令
（
昭
和
五
十
五
年
政
令
第
二
百
六
十
一
号
）
第
三
条
及
び
第
五
条

航
空
機
製
造
事
業
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
三
十
七
号
）
第
二
条
か
ら
第
五
条
ま
で

概
要

投
資
の
自
由
化
及
び
国
境
を
越
え
る
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

１

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
に
基
づ
く
事
前
届
出
の
要
件
及
び
審
査
の
手
続
は
、
日
本
国
内
の
航
空
機
産
業
へ

の
投
資
を
行
お
う
と
す
る
外
国
投
資
家
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

２

審
査
に
つ
い
て
は
、
当
該
投
資
が
国
の
安
全
を
損
な
い
、
公
の
秩
序
の
維
持
を
妨
げ
、
又
は
公
衆
の
安
全
の
保

護
に
支
障
を
来
す
こ
と
に
な
る
事
態
を
引
き
起
こ
す
お
そ
れ
が
あ
る
か
ど
う
か
と
い
う
観
点
か
ら
実
施
す
る
。

３

投
資
家
は
、
当
該
審
査
の
結
果
に
基
づ
き
、
投
資
の
内
容
の
変
更
又
は
投
資
に
係
る
手
続
の
中
止
を
要
求
さ
れ

る
こ
と
が
あ
る
。

４

居
住
者
と
非
居
住
者
と
の
間
の
航
空
機
産
業
に
関
す
る
技
術
導
入
契
約
は
、
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
に
基

づ
く
事
前
届
出
の
要
件
及
び
審
査
の
手
続
に
従
う
。

５

審
査
に
つ
い
て
は
、
当
該
技
術
導
入
契
約
の
締
結
が
国
の
安
全
を
損
な
い
、
公
の
秩
序
の
維
持
を
妨
げ
、
又
は

公
衆
の
安
全
の
保
護
に
支
障
を
来
す
こ
と
に
な
る
事
態
を
引
き
起
こ
す
お
そ
れ
が
あ
る
か
ど
う
か
と
い
う
観
点
か

ら
実
施
す
る
。

６

居
住
者
は
、
当
該
審
査
の
結
果
に
基
づ
き
、
技
術
導
入
契
約
の
条
項
の
変
更
又
は
当
該
契
約
の
締
結
の
中
止
を

要
求
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
。

７

こ
の
分
野
に
お
け
る
製
造
業
者
及
び
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
に
付
与
す
る
許
可
の
数
は
、制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

８

航
空
機
を
製
造
し
、
又
は
修
理
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
よ
う
と
す
る
企
業
は
、
日
本
国
の
法
令
に
基
づ
い
て
航
空

機
の
製
造
又
は
修
理
に
関
連
す
る
工
場
を
設
立
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

平成年月日 木曜日 (号外第号)官 報

附
属
書
Ⅱ

将
来
に
お
け
る
措
置
に
関
す
る
留
保

（
こ
の
附
属
書
中
欧
州
連
合
の
表
は
、
ブ
ル
ガ
リ
ア
語
、
ク
ロ
ア
チ
ア
語
、
チ
ェ
コ
語
、
デ
ン
マ
ー
ク
語
、
オ
ラ
ン
ダ

語
、
英
語
、
エ
ス
ト
ニ
ア
語
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
語
、
フ
ラ
ン
ス
語
、
ド
イ
ツ
語
、
ギ
リ
シ
ャ
語
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
語
、
イ

タ
リ
ア
語
、
ラ
ト
ビ
ア
語
、
リ
ト
ア
ニ
ア
語
、
マ
ル
タ
語
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
語
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
語
、
ル
ー
マ
ニ
ア
語
、
ス

ロ
バ
キ
ア
語
、
ス
ロ
ベ
ニ
ア
語
、
ス
ペ
イ
ン
語
及
び
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
語
に
よ
り
作
成
さ
れ
、
こ
の
附
属
書
の
不
可
分
の

一
部
を
成
す
。）

日
本
国
の
表

頭
注

１

こ
の
表
は
、
日
本
国
が
次
の
い
ず
れ
か
の
規
定
に
よ
り
課
さ
れ
る
義
務
に
適
合
し
な
い
現
行
の
措
置
を
維
持
し
、

又
は
新
た
な
若
し
く
は
一
層
制
限
的
な
措
置
を
採
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
特
定
の
分
野
、
小
分
野
又
は
活
動
に
関
す

る
留
保
に
つ
い
て
、
第
八
・
十
二
条
、
第
八
・
十
八
条
及
び
第
八
・
二
十
四
条
の
規
定
に
従
っ
て
記
載
す
る
も
の
で

あ
る
。

⒜

第
八
・
七
条
又
は
第
八
・
十
五
条

⒝

第
八
・
八
条
又
は
第
八
・
十
六
条


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